
新時代のニーズにこたえる農業システム
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出典:社団法人日本農村情報システム協会

農村CATVシステムのイメージ

双方向CATV網を通信インフラストラクチャーとして,多チャネルテレビ放送に加え,地域のイベント中継や農業施設の映像監視などの映像サ

ービスと,気象観測ロボットのデータ収集,パソコンネットワーク,同報ファクシミリなどの通信型サービスを提供している｡

農村地域の情報化へのニーズにこたえるインフラスト

ラクチャーとしては,有線方式ではケーブルテレビ｢農

村CATV(Cable Television)+と有線放送電話システム

が,無線方式では同報無線システムがそれぞれ導入,整

備されている｡

農村CATVは,大量の映像･データ信号を伝送できる

システムとして早くから注目され,社団法人口本農村情

報システム協会の主導によって標準化が進められ,｢農村

多元情報システム"MPIS(MultipurposeInformation

System)”+として導入が図られている｡ここで提供され

ているサービスは,テレビ放送の再送信に加え,地域の

イベント･ニュース,自治体広報などの地域情報提供や,

農業施設の監視などの営農情報である｡

一方,近年の映像･放送分野でのディジタル技術の進

展は,CATVシステムにも積極的に二取り入れられ,放

送･過信融合禿当サービスを提供するインフラストラクチ

ャーとLてますます高度化･高機能化が進められてい

る｡インターネット接続サービスや在宅健康支援システ

ムの実験的導入など,マルチメディア時代の地域情報シ

ステムとしての有I叶性が期待されている｡

日立製作所は,グループ会社とともに,受信点設備か

ら加入者宅内に設置する受信端末装置に至るCATVの

トータルシステムの構築に取り組んでいる｡
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1.はじめに

わが国のCATV(CableTelevision)システムは,地形

的要因や建造物による地_L波テレビ放送の受信障害対策

として発展してきた｡

CATVシステムで用いられる同軸ケーブルは,本質的

に広帯域伝送が可能であることから,FDM(Frequency

Division Multiplex:周波数分割多重方式)によって多

チャネルCAl､Ⅴの伝送路として活用される｡

農村CATVシステムでは,同軸ケーブルの大容量伝送

杵件に注臼し,多目的な利用を目指して,早くから種々

の応片レステムの開発が進められてきた｡すでに80か所

以上の地域に導人され,地域情報システムの中核として

の役割を担っている｡これらの施設は,農林水産省,通

商産業省,郵政省,自治省,国土庁など国の補肋･助成

を得て整備,導人されている｡応用システムの開発･標

準化には,社団法人口本農村情報システム協会が主導的

役割を果たしており,｢農村多元情報システム"MPIS

(MultipurposeInformationSystem)”+施設として定着

している｡

ここでは,農村CATV施設が提供しているサービスの

ぢユ状と,マルチメディア時代に対応する新しいアプリケ

ーション例について述べる｡
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2.農村CATVの発展経緯と技術課題

2.1発展経緯

農村地域の活性化と都市部との情報格差是正を目指

し,CATVシステムは早くから注目され,積極的な導入

策が講じられている｡CATVは,視聴画像の改善のほか,

地域の｢出来事+や｢イベント+を放送することにより,

コミュニティ意識を高めることに貢献している｡

MPIS施設では,当初,伝送周波数の上限が250MHzの

機能で導入が進められた｡地域のイベント中継や農業施

設の映像監視のために,幹線伝送路の一部に双方向機能

を用いている｡

1980年代からニューメディア時代を迎え,CATVシス

テムもテレビ放送の再送信サービス主体から,BS(放送

衛星)･CS(通信衛星)放送の実用化に伴う多チャネル化

に加え,音声告知,文書伝送,ケーブルテレビ電話,地

域気象観測ロボットのデータ収集などのサービスにも用

いられるようになった｡これらのサービスの拡充に伴い,

全系統の双方向化や,伝送チャネル数の増加が求められ,

20チャネル以上を伝送する標準施設の伝送周波数の上限

は450MHzまで拡大され,完全双方向システムが標準化

している｡典型的な農村CATVシステムのシステム構成

を図1に示す｡
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注:略語説明 HA(HeadAmplifier),BS(BroadcastingSatellite)
CS(CommunicationsSatellite)

図1農村CATVのシステム構成例

受信点設備-ヘッドエンド装置一伝送路一加入者設備に至る基本システムに各種のアプリケーションを付加して, トータルシステムを実現し

ている0音声告知サービスでは,ケーブルテレビ電話システムにもこの磯能があるため,ケーブルテレビ電話システムが導入される場合は,音

声告知システムと重複することはない｡
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2.2 技術課題

CATV綱は,もともとテレビ放送の再送信を行う放送

型サービスに最適化された樹枝状ネットワークである｡

これを双方向の通信型サービスに用いる場合では,端末

側からCATVセンター方向への上り信号に,樹枝状ネッ

トワークの各枝葉部分で発生した電気的雑音が幹線部で

流れ込んで累積する｢流合雑音+の問題がある｡この雑

音の発生源としては,加入者宅内で使用される家電品か

ら発生するものなど種々考えられている｡また,CATV

網では,一つのチャネル(伝送路)を多数の端末が共川す

るマルチドロップ型の接続形態となるため,通信mに割

り当てられるチャネルは限定されることから,収容でき

るトラヒックに制限があり,十分なサービスが提供でき

なくなる｡

これらの問題は,低ノイズな光伝送を用いることで大

幅に軽減することができる｡光ノードと呼ばれる光･電

気変換装買を用い,CATVセンターと光ノード間を光フ

ァイバで結び,光ノードと加入者宅間を同軸ケーブルで

結ぶHFC(HybridFiberCoaxialSystem)ネットワーク

が実用化されている｡この同軸ケーブル部分は樹枝状と

なるが,小規模であるため流合雑音は少ない｡ケーブル

テレビ電話やインターネット接続サービスの場合,一つ

の光ノードから接続する加入者端子数を,500から1,000

センター

(a)従来型樹桟状ネットワーク

光ノード

センター

光ノ

光ノード

(b)HFCネットワーク

注:略語説明 0/E(光一電気変換装置),E/○(電気一光変換装置)

図2 CATVのネットワーク構成例

従来型樹枝状ネットワークが同軸ケーブルと幹線増幅器で構成

するのに対し,HFCネットワークでは間に光ノードを使い,同軸ケ

ーブル部分はセルと呼ばれる小ブロックに分割する｡

端子としてトラヒック量を抑える｡従来型樹枝状ネット

ワークとHFCネットワークの構成を図2に示す｡

3.新しいアプリケーションと

日立製作所の取組み

双方向機能を備えたCATV綱は通信インフラストラ

クチャーとして期待され,近年,急速に発展したインタ

ーネットにアクセスできることや高齢化社会に向けたイl三

宅健康支援ができることなどが,新たなサービスとして

求められるようになっている｡これらを実現するシステ

ムの概要を図3に示す｡

3.1インターネット接続サービス

インターネット接続サービスは,CATV加入者のパソ

コンを,ケーブルモデムと呼ばれる専用の端末を介して

CATV綱と接続する｡CATV局がIP(Information Pro-

vider)と専用線で結ばれているため,WWW(World

WideWeb)を閲覧したり,メールの才受受などができる｡

端末とCATV局間の通信方式には,二つの方式があ

る｡対称型の場合は,上り･‾‾Fりの通信速度が4～10M

ビット/sで同一であり,トラヒックの多い企業間通信な

どに適している｡非対称型の場合は,上り2Mビット/s,

下り30Mビット/s程度の速度で伝送され,一般ユーザー

(CATV加入者)向けに利用されている｡

日立製作所は,各種サーバシステムやアプリケーショ

ンソフトウェアとの連携により,より充実したサービス

の提供を目指している｡

3.2 在宅健康支援サービス

在宅健康支援でも同様に,CATV加入者宅(患者宅)に

専用端末を設置することにより,健康支援サービスを可

能とする｡

CATV加入者(患者宅)にテレビ電話や健康状態を把

握する測定機器を置き,病院などの診療棟開には,テレ

ビ電話のほかに患者からのデータを解析,表示するパソ

コンを設置する｡医師は,患者とテレビ電話で会話をし

て問診を行うほか,患者宅で測定した体温や血圧などの

データを見て,指示を与えることができる｡

これにより,医師が患者宅を移動して往診することな

く患者の状態を把捉できるため,農村地区の地理的環境

下での効率的なサービスが可能となる｡

日立製作所は,医療機器メーカーと共同で,このよう

なサービス提案を進めている｡

3.3 M10Dシステム

MIOD(MultimediaInformation on Demand)システ
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ムは,ディジタル映像サーバを用い,加入者に対してオ

ンデマンド方式で農業情報や地域情報を提供するシステ

ムである｡日立製作所は,ホテルCATVで実績のあるコ

ンピュータのRAID(Redundant Array ofInexpensive

Discs)方式で構成するハードディスクに映像コンテンツ

(内容)を蓄積する方式を提案している｡コンテンツ選択

用のリクエストは,有線放送電話やケーブルテレビ電話

を用いて行う方法が検討されている｡

4.おわりに

ここでは,農村CATV施設が提供しているサービス

と,マルチメディア時代に対応する新しい応用例につい

て述べた｡

近年,農村地域での高度情事糾ヒヘのニーズは,住民･

行政側を問わずますます高まっており,地域情報化シス

テムを実現するインフラストラクチャーの整備には,凶

や県のレベルで種々の補肋･助成策が実施されている｡

日立製作所は,総合電機メーカーとして,映像サーバ,

送出･受信端末装置,伝送路機器などのディジタル化機

器や,インターネット接続,在宅健康支援などの応用シ

ステムの開発など,放送･通信融合サービスを提供する

システム構築を,専門分野の技術を持つグループ会社と

ともに推進している｡CATVの市場ニーズに的確に対応

できるように,今後も総合力を生かした種々のシステム

開発を引き続き行っていく考えである｡
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